
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
‖  企業調査レポート  ‖ 

サイバーリンクス 

3683  東証スタンダード市場 

企業情報はこちら >>> 

2026 年 10 月 15 日（木） 

執筆：客員アナリスト 

寺島 昇 
FISCO Ltd. Analyst  Noboru Terashima 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
FISCO Ltd. 

https://www.fisco.co.jp 

https://web.fisco.jp/platform/companies/0368300


 
COMPANY RESEARCH AND ANALYSIS REPORT 

FISCO Ltd. 
https://www.fisco.co.jp 

サイバーリンクス  ｜ 2026年 10 月 15 日（木） 
3683 東証スタンダード市場  ｜ https://www.cyber-l.co.jp/ir/ 

 

本資料のご利用については、必ず巻末の重要事項（ディスクレーマー）をお読みください。 
Important disclosures and disclaimers appear at the back of this document. 

 

■ 目次 

■ 要約 01 

1. 2026年 12 月期中間期の業績概要 ........................................................................ 01 

2. 2026年 12 月期の業績見通し ............................................................................ 01 

3. 中期経営計画 .......................................................................................... 01 

■ 会社概要 03 

1. 会社概要 .............................................................................................. 03 

2. 沿革 ................................................................................................... 03 

■ 事業概要 04 

1. 事業セグメント ........................................................................................ 04 

2. 特色、強み ............................................................................................ 06 

■ 業績動向 08 

1. 2026年 12 月期中間期の業績概要 ........................................................................ 08 

2. セグメント別状況 ...................................................................................... 09 

3. 財務状況 .............................................................................................. 12 

4. キャッシュ・フローの状況 ............................................................................. 13 

■ 今後の見通し 14 

1. 2026年 12 月期の業績見通し ............................................................................ 14 

2. セグメント別見通し .................................................................................... 14 

■ 中期経営計画 16 

1. ビジョンと定量的目標 .................................................................................. 16 

2. 事業別ビジョン、戦略と数値目標 ....................................................................... 16 

■ 資本コストや株価を意識した経営 18 

■ 株主還元策 19 

■ サステナビリティへの取り組み 20 



 
COMPANY RESEARCH AND ANALYSIS REPORT 

FISCO Ltd. 
https://www.fisco.co.jp 

サイバーリンクス  ｜ 2026年 10 月 15 日（木） 
3683 東証スタンダード市場  ｜ https://www.cyber-l.co.jp/ir/ 

 

本資料のご利用については、必ず巻末の重要事項（ディスクレーマー）をお読みください。 
Important disclosures and disclaimers appear at the back of this document. 

1 ｜ 20 

■ 要約 

2026 年 12月期中間期は 45.9%の営業増益、ほぼ計画線で着地 

1. 2026 年 12 月期中間期の業績概要 

サイバーリンクス<3683>の 2026 年 12 月期中間期の連結業績は、売上高 10,160 百万円（前年同期比 14.8%増）、

定常収入 4,730 百万円（同 11.3%増）、営業利益 1,446 百万円（同 45.9%増）、経常利益 1,443 百万円（同 45.8%

増）、親会社株主に帰属する中間純利益 967百万円（同 43.5%増）となり、ほぼ計画に沿った結果となった。売上

高・定常収入・経常利益はいずれも中間期として過去最高を記録した。セグメント別では、流通クラウド事業は、

クラウドサービスが順調に拡大したことで定常収入が拡大し増収となったが、体制強化に向けた人員増及び賃上

げなどの待遇改善等によりセグメント利益は微減益となった。官公庁クラウド事業は、自治体基幹システム標準

化案件、文書管理システム、防災行政無線工事案件等が進展し、増収・大幅増益となった。トラスト事業は、国

家資格の審査システムの受託開発案件の進行等により増収となり、損失額が縮小した。モバイルネットワーク事

業は、売上高は前年同期並みを確保したが、インセンティブ体系変更や、販売促進費の増加、給与水準引き上げ

に伴う人件費増等で減益となった。 

2. 2026 年 12 月期の業績見通し 

2026 年 12 月期の連結業績は、売上高 19,238 百万円（前期比 6.1%増）、定常収入 9,624 百万円（同 10.2%増）、

営業利益 1,909 百万円（同 3.4%増）、経常利益 1,900 百万円（同 2.3%増）、親会社株主に帰属する当期純利益

1,308百万円（同 0.3%増）を見込んでおり、期初予想と変わっていない。M&Aや開発投資による償却負担が継続す

るものの、これらを吸収し、3期連続の営業増益を見込む。経常利益は売上高とともに 3期連続での過去最高更新

を目指す。セグメント別では、流通クラウド事業は定常収入の積み上げなどにより増収増益を予想する。官公庁

クラウド事業は引き続き自治体 DX 案件を取り込むことで増収を確保し、（株）シナジーの取得に伴うソフトウェ

ア償却の終了も寄与し増益を見込む。トラスト事業は「CloudCerts」の拡大、大型受託開発案件により増収・黒

字化を見込む。モバイルネットワーク事業は、端末の高価格化等により微増収の見込みであるが、インセンティ

ブ体系変更等の影響により減益を予想している。通期では増益の見込みであるが、下期だけを見ると大幅減益予

想となっていることから、かなり控えめな予想と思われ、上方修正の可能性があると弊社では見ている。 

3. 中期経営計画 

同社は 2030年 12月期を最終年度とする 5ヶ年の中期経営計画を発表している。「人々の豊かな暮らしに貢献し、

誰からも選ばれる IT カンパニーへ。」というビジョンのもと、最終年度である 2030 年 12 月期には売上高 221 億

円、定常収入 126 億円（定常収入比率 57.1%）、経常利益 30 億円（経常利益率 13.6%）、ROE13%以上という高い

数値目標を設定している。上記のように初年度の上期の業績がほぼ計画線で着地したことから、現時点でこれら

の目標値は変わっていない。今後は、中期経営計画の進展に伴い、同社が定性的にも数値的にもどのような変革

を遂げるかが注目される。 
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Key Points 

・ 2026年 12月期中間期は 45.8%の経常増益 

・ 2026年 12月期は 3期連続の営業増益を予想 

・ 中期経営計画では 2030年 12月期に売上高 221億円、経常利益 30億円を目標 

 

 
出所：決算短信よりフィスコ作成 
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■ 会社概要 

食品流通業と官公庁向けの基幹業務システムを「シェアクラウド」で提供 

1. 会社概要 

同社は、主に食品流通業と官公庁向けに基幹業務システムなどを提供する IT サービス会社である。流通クラウド

事業及び官公庁クラウド事業で提供している「シェアクラウド」と呼ばれる共同利用型のクラウドサービスを特

色とするほか、モバイルネットワーク事業では、ドコモショップを和歌山県内で 10 店舗（2026 年 6 月末）運営

し、県内の販売シェアはトップである。また、トラスト事業では、マイナンバーカードを活用した本人認証サー

ビスや、ブロックチェーン技術を活用したデジタル証明書発行サービス「CloudCerts」を提供している。市場選

択戦略、安定化戦略、全員経営戦略の 3 つの戦略で事業を推進している。 

2. 沿革 

同社の創業は 1956 年 5 月に遡る。当初はテレビの組立・修理業を目的に村上テレビサービスステーションとして

事業を開始した。1964 年 5 月には（株）南海無線を設立し、松下通信工業（株）の代理店として官公庁向け通信

制御システムの販売・保守管理を開始した。その後、1974 年 10 月の南海通信特機（株）への商号変更を経て、

1982年 4 月にシステム開発事業、翌 1983年 4月には富士通<6702>製品のハードメンテナンス事業へと順次領域を

拡大した。さらに 1988 年 10 月には流通小売業のネットワーク型 POS 情報処理サービスを開始し、これが後の流

通クラウド分野を展開する礎となった。 

1993年 11月にドコモショップの運営に参入し、これが現在のモバイルネットワーク事業となっている。2000年 1

月に南海オーエーシステム（株）など 3 社を吸収合併し、南海通信特機を存続会社とするとともに、社名を（株）

サイバーリンクスに変更した。2019 年 10 月には（株）南大阪電子計算センターを、2022 年 7 月には（株）シナ

ジーを子会社化した。 

株式については、2014 年 3 月に東京証券取引所（以下、東証）JASDAQ（スタンダード）に上場した。2015 年 3 月

に東証市場第 2部に上場した後、同年 10月に同市場第 1部に指定された。その後、2022 年 4 月の同市場区分再編

に伴いプライム市場へ移行したが、2023年 10月には「流通株式時価総額」について未達のリスクを勘案し、株主

が不安を持つことなく、安心して同社株式を保有・売買できる環境を確保するため、スタンダード市場へ移行し

た。 

なお 2024 年 3 月から、村上恒夫（むらかみ つねお）氏が代表取締役会長となり、東直樹（ひがし なおき）氏が

代表取締役社長になり経営をけん引している。 
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■ 事業概要 

流通クラウド、官公庁クラウド、トラスト、モバイルネットワークの 4事業 

1. 事業セグメント 

同社は事業セグメントを、流通クラウド事業、官公庁クラウド事業、トラスト事業、モバイルネットワーク事業

の 4つで開示している。2025年 12月期のセグメント別売上高は、流通クラウド事業が 5,301 百万円（売上構成比

29.2%）、官公庁クラウド事業が 8,477 百万円（同 46.7%）、トラスト事業が 147 百万円（同 0.8%）、モバイルネ

ットワーク事業が 4,209 百万円（同 23.2%）となった。また、セグメント別経常利益は、流通クラウド事業が 778

百万円、官公庁クラウド事業が 1,202百万円、トラスト事業が 61百万円の損失、モバイルネットワーク事業が 377

百万円となった。 

 
出所：決算短信よりフィスコ作成 

（1） 流通クラウド事業 

流通クラウド事業に含まれる主な製品やサービスは、食品小売業（スーパーなど）向けの基幹システム「@rms 基

幹」、小売業向け EDI システム「BXNOAH」、棚割システム「棚 POWER/棚 SCAN-AI」、食品卸売業向け EDI システ

ム「クラウド EDI-Platform」、食品流通業界向け企業間連携プラットフォーム「C2Platform」及び商品画像デー

タベース「Mdb」、専門店向け販売管理システム「RetailPro（リテイルプロ）」である。 

流通クラウド事業の主力製品は、流通食品小売業向け業務クラウドサービスの「@rms」シリーズである。同シリ

ーズには、基幹システムだけでなく生鮮発注システム、ネットスーパーシステム、小売業向け棚割システム、単

品情報分析システムなどの周辺サービスも含まれる。顧客は、周辺システムのみを契約することも可能である。

2026年 6 月末時点の「@rms」シリーズの導入店舗数は 1,283店に上り、同社では市場全体 23,000店に対しクラウ

ド小売基幹系システムの導入実績としてトップを占めていると推定している。 
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次に大きな構成比を占める「クラウド EDI-Platform」は、流通食品卸売業向けクラウドサービスである。小売業

者から様々な通信手段で送られてくる発注・入荷・受領・返品・請求・支払いなど商取引に関する情報データを

一括整理して卸売会社側に提供するシステムである。開発当初は業界初の仕組み（システム）であった。加工食

品卸売上高上位 10社のうち 8社が「クラウド EDI-Platform」のユーザーであることからも、同社クラウドサービ

スへの高い支持がうかがえる。 

また、同社の提供するクラウドサービスは「シェアクラウド」であり、高品質のサービスを低価格で提供できる

特色を持つ。 

（2） 官公庁クラウド事業 

官公庁クラウド事業では、地方自治体（主に地元の和歌山県のほか、大阪府南部、奈良県内の市町村）向けの基

幹系・情報系の行政情報システム、防災無線などの地域防災システム、医療機関向け地域医療連携プラットフォ

ーム「青洲リンク」、民間企業向け PC 保守などのカスタマサポートサービスなどを展開している。和歌山県にお

いて同社の地域防災システムの評価・認知度は高く、県内では他社の追随を許さない導入実績がある。また、

2022年 7月に子会社化したシナジーが提供する自治体向け文書管理システム「ActiveCity」は、自治体 DX 推進の

機運を背景に全国の自治体で普及が進んでおり、官公庁クラウド事業が目指す全国展開の先駆けとなっている。 

2025 年 12 月期の官公庁クラウド事業の売上高 8,477 百万円の内訳は、行政情報システム 72.0%、地域防災システ

ム 20.3%、校務クラウドサービス・地域医療連携プラットフォーム 6.7%、カスタマサポートサービス 0.9%である。

同事業は、顧客が官公庁であることから比較的安定した売上高が期待できる反面、大きなプロジェクト（案件）

の有無や納品のずれ込みなどによって、売上高や利益が変動する場合もある。 

（3） トラスト事業 

マイナンバーカードをベースにした「第 3のトラストサービス」を提供している。同社は、2017年 12月に「公的

個人認証サービスプラットフォーム事業者」、2020 年 7 月に「電子委任状取扱業務」の認定をそれぞれ取得し、

2021 年 12 月期から新たに「トラスト事業」としてセグメント分けしてトラストサービス市場に本格参入してい

る。マイナンバーカードをベースにした「第 3 のトラスト」を中核的な強みとして、人、モノの証明、職務権限

の証明、能力や価値の証明など、脱プラットフォーマー依存社会に必要不可欠なデジタル証明サービスを展開す

る。さらに 2021年 12月には、ブロックチェーン技術※1を利用したデジタル証明書発行サービス「CloudCerts」※2

を取得し、サービス提供を開始した。「CloudCerts」は、2023 年に英語コミュニケーション能力を測定する

「TOEIC Program」の公開テスト Official Score Certificate（公式認定証）のデジタル化に採用され、2023 年 4

月実施の公開テストから、デジタル公式認定証が発行されている。また 2024 年 2 月には、（公社）日本薬剤師会

が発行する「薬剤師資格証」のデジタル化においても「CloudCerts」が採用され、国家資格を保持する証明書の

デジタル化としては国内初の取り組みとなった。 

※1 暗号資産に用いられる基盤技術のこと。情報通信ネットワーク上にある端末同士を直接接続し、暗号技術を用いて取引記録を

分散的に処理・記録するデータベースの一種。 

※2 証明書や書類をブロックチェーン上に記録するため信頼性が高い。また、低コスト、ペーパーレスに寄与する。 

 

 

着実な実績の積み上げに伴い市場での認知度が高まっている一方で、市場の成長が想定を下回って推移してきた。

2025年 12月期から営業体制の強化に着手しており、これまで以上に受注を獲得し、さらなる事業の拡大を目指し
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ている。 

（4） モバイルネットワーク事業 

（株）NTT ドコモの 1 次代理店であるコネクシオ（株）と「代理店契約」を締結し、2 次代理店として和歌山県内

で 10 店舗（2026 年 6 月末時点）のドコモショップを運営している。2022 年 12 月に県内の代理店 2 社を吸収合併

した結果、県内の運営代理店シェアは 49.2%（2025 年 12 月末、同社推定）となり、県内最大の NTT ドコモ代理店

となっている。 

食品流通業や官公庁向けのシェアクラウドで安定した定常収入を確保 

2. 特色、強み 

（1） シェアクラウド 

同社の事業の特色の 1 つは、「シェアクラウド」に特化している点である。シェアクラウドとは、各顧客企業の

機能要求に個別に対応するのではなく、複数の顧客が同じハードウェア、ソフトウェア、運用・保守などを共同

で利用する方式のことで、「高機能」「高品質」のサービスを「ローコスト」で提供できる。同社によれば、通

常の個別対応のシステムに比べて 1/2〜2/3 程度のコストで同じ性能のシステムを提供できるとしている。 

このような共同利用を可能にするためには、優れた開発力を持つだけでなく、開発・導入・運用・保守までの一

貫サービスを自社ですべて提供できる必要がある。同社は「クラウド」という言葉もなかった 2005 年からサービ

スを開始しており、同業他社と比較し先行優位性もある。クラウドでのサービス提供という分野では一日の長が

あり、同業他社が追いつくには時間がかかると考えられる。 

同社が「シェアクラウド」を展開する背景には、市場の構造変化に対する明確な経営思想がある。かつては企業

独自のシステム開発が競争力の源泉であったが、現在は企業の差別化に直結しない共通業務については、専門会

社の共同利用サービス（シェアクラウド）でコストを抑え、経営効率の最大化を図る時代へと移行している。こ

の潮流は顧客層へも着実に浸透しており、業界標準プラットフォームを提供する同社のソリューション需要を一

段と高める要因となっている。 

（2） 食品流通業界向けに特化 

同社は 1988 年から流通小売業向けネットワーク型 POS の情報処理事業を展開しており、食品流通分野において豊

富な知見とノウハウを蓄積している。これらの強みを最大限に生かすため、鮮度管理が極めて重要であり、小売

業の中でも特に緻密な販売管理が要求される食品スーパーに標的を絞った事業展開を行っている。日持ちのしな

い生鮮食品や水産加工品を扱う同業界に特化したクラウドシステムを提供している点は、競合他社に対する大き

な差別化要因となっている。 

ただし、同社がほかの領域に全く参入しない、またはできないわけではない。年商 300 億円以下の食品スーパー

を対象とした食品流通の市場では、同社は既に IT ベンダーとして確固たる地位を築いているが、これまで同社が

参入していなかった年商1,000億円以上を含む中大規模企業向け市場にも進出している。その皮切りとして、2017

年 4 月に「@rms 基幹」の中大規模向けバージョン（初期版）をファーストユーザーへ導入した。その後も順次導

入を進めてきたが、その過程で様々なユーザーからの要望や問題点の改善を行い、2024 年 5 月には高速処理を実

現した新バージョン「@rmsV6」をリリースした。店舗数が多く、より高度な処理能力が求められる中大規模企業

のニーズに応えることで、未開拓であった上位市場のシェア獲得を図る。 
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また、同社は食品流通向けに絞って事業展開しているが、既に大手ドラッグストアが同社の EDI サービスの利用

を開始するなど水平展開の兆しもある。近い将来、収益基盤が磐石となった場合には、ドラッグストアやホーム

センターなどの小売市場への本格的な参入もあり得る。市場を絞り込んで着実に事業を進めている点も、同社の

特色と言える。 

（3） 「定常収入」重視の経営方針 

同社は重要な経営方針として「定常収入の増加」を掲げている。定常収入は毎月の利用料や保守料などのように、

営業成績や受注高などに関係ない安定的な収入であるため、定常収入の増加による固定費の負担軽減は収益基盤

の安定につながる。同社だけでなく、多くの企業が定常収入の増加を目指しているが、経営方針として明白な数

値目標を掲げている企業は少ない。なお、2025 年 12 月期の定常収入は 8,734 百万円、売上高比率で 48.2%となっ

た。 
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■ 業績動向 

2026 年 12月期中間期は 45.8%の経常増益、ほぼ計画線で着地 

1. 2026 年 12 月期中間期の業績概要 

同社の 2026 年 12 月期中間期の連結業績は、売上高 10,160 百万円（前年同期比 14.8%増）、定常収入 4,730 百万

円（同 11.3%増）、営業利益 1,446 百万円（同 45.9%増）、経常利益 1,443 百万円（同 45.8%増）、親会社株主に

帰属する中間純利益 967百万円（同 43.5%増）となった。売上高・定常収入・経常利益はいずれも中間期として過

去最高となった。のれんを含む減価償却費は 596 百万円（前年同期は 572 百万円）となり、償却前営業利益は

2,042 百万円（同 30.7%増）となった。 

経常利益（前年同期比 4.5 億円増）の増減要因を分析すると、流通クラウド事業はほぼ横ばいであったが、内訳

は売上増（主に各種サービス拡大、「せんどねっと V2」「@rmsV6」等の導入進行）による増益が 2.5 億円、原価

増（主に体制強化による労務費増）による減益 1.9 億円、「@rmsV6」等のソフトウェア償却増による減益 0.1 億

円、販管費の増加による減益 0.4億円となった。官公庁クラウド事業は 5.3億円の増益となったが、主な案件（自

治体基幹システム標準化案件、文書管理システム、防災行政無線案件等）の進行が大きく貢献した。トラスト事

業では、大型案件の開発が進行したこと等から 0.2 億円の増益となった。モバイルネットワーク事業は、インセ

ンティブ体系の変更、販促費、人件費等の増加により 0.6 億円の減益となった。また全社ベースでは、社内情報

システム体制の強化等により 0.3 億円の減益となった。 

2026年 12月期中間期連結業績 

（単位：百万円） 

  25/12期中間期   26/12期中間期   前年同期比 

  実績 売上比   実績 売上比   増減額 増減率 

売上高 8,849 100.0%   10,160 100.0%   1,311  14.8% 

定常収入 4,250  48.0%   4,730  46.6%   480  11.3% 

売上総利益 2,973 33.6%   3,569 35.1%   596  20.0% 

販管費 1,982 22.4%   2,123 20.9%   141  7.1% 

営業利益 990 11.2%   1,446 14.2%   456  45.9% 

経常利益 990 11.2%   1,443 14.2%   453  45.8% 

親会社株主に帰属する中間純利益 673 7.6%   967 9.5%   294  43.5% 

出所：決算短信よりフィスコ作成 
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2. セグメント別状況 

2026年 12月期中間期セグメント別業績 

（単位：百万円） 

  25/12期中間期   26/12期中間期   前年同期比 

  実績 売上比   実績 売上比   増減額 増減率 

売上高 8,849  100.0%   10,160  100.0%   1,311  14.8% 

  流通クラウド事業 2,503  28.3%   2,758  27.1%   255  10.2% 

  官公庁クラウド事業 4,148  46.9%  5,125  50.4%  977  23.5% 

  トラスト事業 51  0.6%  155  1.5%  104  199.9% 

  モバイルネットワーク事業 2,145  24.2%   2,121  20.9%   -24  -1.2% 

定常収入 4,250  48.0%  4,730  46.6%  480  11.3% 

  流通クラウド事業 2,102  84.0%   2,188  79.3%  86  4.1% 

  官公庁クラウド事業 1,755  42.3%  2,092  40.8%  337  19.2% 

  トラスト事業 39  76.5%  41  26.5%  2  6.5% 

  モバイルネットワーク事業 352  16.4%  408  19.2%  56  15.9% 

経常利益 990  11.2%   1,443  14.2%   453  45.8% 

  流通クラウド事業 328  13.1%  324  11.7%  -4  -1.2% 

  官公庁クラウド事業 697  16.8%  1,232  24.0%  535  76.7% 

  トラスト事業 -53  -  -26  -  27  - 

  モバイルネットワーク事業 236  11.0%  167  7.9%  -69  -29.2% 

  （調整額） -219  -   -255  -   -36  - 

注：セグメント別の経常利益及び定常収入の売上比については、セグメント別の売上高に対する比率を示す 

出所：決算短信、決算説明資料よりフィスコ作成 

（1） 流通クラウド事業 

セグメント売上高は前年同期比 10.2%増の 2,758 百万円、定常収入は同 4.1%増の 2,188 百万円、セグメント利益

は同 1.2%減の 324 百万円となった。「@rmsV6」「せんどねっと V2」等、受注済み案件の導入作業が進み売上高が

増加したが、一方で新規導入案件の増加に伴う体制強化等で労務費が増加し、セグメント利益は微減益となった。

ただし、これらの体制強化費用は、将来に向けた投資であることから、減益ではあったが懸念される内容ではな

かったと言える。 

主要な KPI では、「@rms」を中心とした基幹システム導入店舗数は 1,283 店（前期末比 64 店増）、「C2Platform」

導入 ID数は 749ID（同 56ID増）、RetailPro導入店舗数は、海外※が 191店（同 18店増）、国内が 40店（同 1店

減）となった。 

※ 海外進出している日本企業における導入店舗数。 

 

新たな受注等においては、中大規模スーパー向け基幹システム「@rmsV6」が新規 2 社で稼働を開始した（2026 年

3 月）ほか、「@rmsV6」「自動発注」等、複数の新規受注を獲得した。また「クラウド EDI-Platform」でも、既
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存の大手顧客において、同社サービスへの完全移行を受注した。 

同社が重視する ARR（Annual Recurring Revenue=各四半期末月の単月定常収入×12 ヶ月）は、2026 年 12 月期中

間期末で 44.1億円となり、2025年 12月期中間期末の 42.2億円、2025年 12月期末の 43.5億円から着実に増加し

た。 

 
出所：決算説明資料よりフィスコ作成 

（2） 官公庁クラウド事業 

セグメント売上高は前年同期比 23.5%増の 5,125 百万円、定常収入は同 19.2%増の 2,092 百万円と順調に増加した。

定常収入の増加に加え、「自治体基幹業務システムの統一・標準化」関連案件、防災行政無線工事案件、文書管

理システム等の主要案件が順調に進捗したことから収益性が大幅に改善し、セグメント利益は同 76.7%増の 1,232

百万円となった。新規案件においては、自治体向けオンライン窓口「みんなの窓口」が江戸川区で稼働を開始し

た（2026年 4 月）。また AIチャットボット機能をリリースした。全国クラウドサービスの認知向上に向けた営業

活動を積極的に推進し、展示会出展を契機に、新規受注の獲得や商談案件創出が拡大した。 

（3） トラスト事業 

セグメント売上高は前年同期比 199.9%増の 155 百万円、定常収入は同 6.5%増の 41 百万円、セグメント損失は 26

百万円（前年同期は 53 百万円の損失）となった。国家資格の審査システムの受託開発案件の寄与、「CloudCerts」

の提供拡大等により増収を確保し、赤字幅は縮小した。営業面では、小規模案件を中心に複数の新規受注を獲得

し、デジタル証明書の発行を開始した。また官公庁クラウド事業との連携による展示会出展等、新規顧客の開拓

を積極的に推進した。 

（4） モバイルネットワーク事業 

セグメント売上高は前年同期比 1.2%減の 2,121百万円、定常収入は同 15.9%増の 408百万円、セグメント利益は同

29.2%減の 167 百万円となった。売上高は前年同期並みを確保したものの、キャリアのインセンティブ体系変更や、

販売促進費の増加、給与水準引き上げに伴う人件費増等でセグメント利益は減益となった。営業政策では、商圏
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バランスを考慮した店舗配置を最適化し、JR 和歌山駅前店を閉店、イオンタウン貴志川店を開店するなど新たな

商圏での営業体制を構築した。また本部に業務集約拠点を設置し、オンラインでの店舗接客を開始した。 
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借入金返済で資産が圧縮され、自己資本比率が上昇 

3. 財務状況 

2026 年 12 月期中間期末の資産合計は 14,904 百万円（前期末比 886 百万円減）となった。このうち、流動資産は

7,529百万円（同 938百万円減）となった。主に現金及び預金の減少 577百万円、受取手形、売掛金及び契約資産

の減少 233 百万円、棚卸資産の減少 296 百万円による。固定資産は 7,375 百万円（同 51 百万円増）となった。有

形固定資産の増加 251 百万円、償却による無形固定資産の減少 154 百万円、投資その他の資産の減少 44 百万円に

よる。無形固定資産のうち、のれんは償却により同 95 百万円減少して 359 百万円となった。 

流動負債は 3,464 百万円（同 1,721 百万円減）となった。主に買掛金の減少 229 百万円、短期借入金等の減少

1,759百万円による。固定負債は 1,612 百万円（同 150百万円増）となった。主に長期借入金の増加 153百万円に

よる。この結果、負債合計は 5,076百万円（同 1,571百万円減）となった。純資産合計は 9,827百万円（同 684百

万円増）となった。主に親会社株主に帰属する中間純利益の計上による利益剰余金の増加 635 百万円による。こ

の結果、2026 年 12 月期中間期末の自己資本比率は 65.2%（前期末は 57.1%）となった。借入金を返済したことで

資産が圧縮され、自己資本比率が改善した。 

連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

  25/12期末 26/12期 増減額 

    中間期末   

流動資産計 8,467 7,529 -938  

 現金及び預金 2,141 1,564 -577  

 受取手形、売掛金及び契約資産 4,678 4,445 -233  

 棚卸資産 714 418 -296  

固定資産計 7,323 7,375 51  

 有形固定資産 3,752 4,003 251  

 無形固定資産 2,401 2,247 -154  

  （のれん） 455 359 -95  

 投資その他の資産 1,169 1,125 -44  

 資産合計 15,791 14,904 -886  

流動負債計 5,185 3,464 -1,721  

 買掛金 1,050 821 -229  

 短期借入金等 2,218 459 -1,759  

固定負債計 1,462 1,612 150  

 長期借入金 1,345 1,498 153  

負債合計 6,648 5,076 -1,571  

純資産合計 9,143 9,827 684  

負債純資産合計 15,791 14,904 -886  

出所：決算短信よりフィスコ作成 
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4. キャッシュ・フローの状況 

2026年 12月期中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは 1,918百万円の収入となった。主な収入は税金等調

整前中間純利益 1,442百万円、減価償却費（のれん含む）596百万円、売上債権の減少 184百万円、棚卸資産の減

少 296 百万円などで、主な支出は法人税等の支払額 388 百万円、仕入債務の減少 229 百万円であった。投資活動

によるキャッシュ・フローは 559 百万円の支出となったが、主な支出は有形固定資産の取得による支出 379 百万

円、無形固定資産（主にソフトウェア）の取得による支出 243 百万円となった。財務活動によるキャッシュ・フ

ローは 1,938 百万円の支出となったが、主な支出は短期借入金の純減額 1,850 百万円、長期借入金の返済による

支出 255 百万円、配当金の支払額 331 百万円であった。 

この結果、現金及び現金同等物は期中に 577 百万円減少し、現金及び現金同等物の中間期末残高は 1,564 百万円

となった。 

連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

  25/12期中間期 26/12期中間期 

営業活動によるキャッシュ・フロー 448  1,918  

投資活動によるキャッシュ・フロー -724  -559  

財務活動によるキャッシュ・フロー -368  -1,938  

現金及び現金同等物の増減 -647 -577  

現金及び現金同等物の中間期末残高 879  1,564  

出所：決算短信よりフィスコ作成 
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■ 今後の見通し 

2026 年 12月期は 3.4%の営業増益予想、下期は控えめ予想で上振れも 

1. 2026 年 12 月期の業績見通し 

2026 年 12 月期の連結業績は、売上高 19,238 百万円（前期比 6.1%増）、定常収入 9,624 百万円（同 10.2%増）、

営業利益 1,909 百万円（同 3.4%増）、経常利益 1,900 百万円（同 2.3%増）、親会社株主に帰属する当期純利益

1,308百万円（同 0.3%増）を見込んでおり、期初予想と変わっていない。M&Aや開発投資に伴う償却負担が継続す

るものの、増収効果によってこれらを吸収し、3期連続の営業増益を見込む。経常利益は売上高とともに 3期連続

での過去最高更新を目指す。 

ただし、上記のように上期の決算が好調であった一方で通期予想が据え置かれているため、下期の経常利益は前

年同期比 47.3%減となる計算である。確かに官公庁クラウド事業は下期に減収が予想されるが、それでも現在の予

想はかなり控えめと思われ、よほど大きな案件遅れやソフトの不具合等が発生しない限り、現在の予想が上方修

正される可能性は高いと弊社では見ている。 

2. セグメント別見通し 

（1） 流通クラウド事業 

セグメント売上高は 5,982 百万円（前期比 12.8%増）、定常収入は 4,517 百万円（同 6.9%増）を予想している。

セグメント利益は 801百万円（同 2.9%増）を予想しているが、利益率は 13.4%（前期は 14.7%）と低下する見込み

である。これは、ソフトウェア償却負担が「@rms」のバージョンアップ開発完了に伴い先行して発生しているほ

か、体制強化のための人員増・賃上げなどの待遇改善による費用の増加によるものである。ベースの事業は順調

に拡大している。 

主な施策としては、「@rmsV6」「AI自動発注」「せんどねっと V2」「クラウド EDI-Platform」等の導入を推進す

ることで定常収入の増加を図る。特に「@rmsV6」では、AI 機能の搭載に向けた開発を推進し、新規稼働に向けた

導入に注力する。専門店向け販売管理システム「RetailPro」では、海外店舗で導入済みの既存顧客において、国

内店舗での導入作業が進行している。これらのサービス開発に伴いソフトウェア償却費は増加の見通しであるが、

増収で吸収し増益を計画している。 

（2） 官公庁クラウド事業 

セグメント売上高は 8,673百万円（前期比 2.3%増）、定常収入は 4,242百万円（同 14.0%増）、セグメント利益は

1,351 百万円（同 12.3%増）を予想している。「自治体基幹業務システムの統一・標準化」関連案件の移行が完了

し定常収入は増加する見込みである。「みんなの窓口」「ActiveCity」への AI 機能実装に向けた開発を推進する。

シナジーの取得に伴うソフトウェア償却（0.7億円／年）が前期で終了したものの、のれん償却費については年間

約 1.6 億円が 2027 年 12 月期まで継続する見込みである。 

（3） トラスト事業 

セグメント売上高は 359百万円（前期比 142.6%増）、定常収入は 117百万円（同 50.1%増）、セグメント利益は 5
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百万円（前期は 61 百万円の損失）を予想している。国家資格の審査システムの受託開発案件を進める。日本薬剤

師会向け「薬剤師資格証申請サービス・審査システム」がサービスを開始した（2026年 7月）。「VC」※流通に向

けたプラットフォームの構築を進める。具体的には、eKYC（顔認証）サービスの営業やウォレット構築に向けた

取り組みを推進する。 

※ Verifiable Credentials の略。デジタル署名による真正性・改ざん防止等の機能を実現できる機械可読かつ汎用的なデータ形

式（デジタル証明書）及びデータ流通の形態。 

 

（4） モバイルネットワーク事業 

セグメント売上高は 4,224百万円（前期比 0.3%増）、定常収入は 748百万円（同 5.8%増）、セグメント利益は 312

百万円（同 17.3%減）を予想している。インセンティブ体系変更等の影響が予想されるが、生産性向上を進め、計

画達成を目指す。施策としては、出張販売、新規エリアの開拓等、営業活動に注力する。また店舗運営の生産性

向上に向けた取り組みを推進し、本部業務集約拠点での対応業務の領域を拡大し、さらなる店舗運営の効率化を

推進する。 

2026年 12月期連結業績見通し 

（単位：百万円） 

  25/12期   26/12期   前期比 

  実績 売上比   予想 売上比   増減額 増減率 

売上高 18,136  100.0%   19,238  100.0%   1,102  6.1% 

 流通クラウド事業 5,301  29.2%   5,982  31.1%   681  12.8% 

 官公庁クラウド事業 8,477  46.7%  8,673  45.1%  196  2.3% 

 トラスト事業 147  0.8%  359  1.9%  212  142.6% 

 モバイルネットワーク事業 4,209  23.2%  4,224  22.0%  15  0.3% 

定常収入 8,734  48.2%   9,624  50.0%   890  10.2% 

 流通クラウド事業 4,227  79.7%  4,517  75.5%  290  6.9% 

 官公庁クラウド事業 3,722  43.9%  4,242  48.9%  520  14.0% 

 トラスト事業 77  52.4%  117  32.6%  40  50.1% 

 モバイルネットワーク事業 706  16.8%  748  17.7%  42  5.8% 

営業利益 1,846  10.2%   1,909  9.9%   63  3.4% 

経常利益 1,857  10.2%  1,900  9.9%  43  2.3% 

 流通クラウド事業 778  14.7%   801  13.4%   23  2.9% 

 官公庁クラウド事業 1,202  14.2%  1,351  15.6%  149  12.3% 

 トラスト事業 -61  -  5  1.4%  66  - 

 モバイルネットワーク事業 377  9.0%  312  7.4%  -65  -17.3% 

  （調整額） -439  -   -569  -   -130  - 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,303  7.2%   1,308  6.8%   5  0.3% 

注：セグメント別の経常利益及び定常収入の売上比については、セグメント別の売上高に対する比率を示す 

出所：決算説明資料よりフィスコ作成 
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■ 中期経営計画 

計画に変更なく 2030年 12月期に経常利益 30億円を目指す 

同社は 2030 年 12月期を最終年度とする中期経営計画（5ヶ年）を発表している。以下はその概要であるが、前述

のとおり初年度の上期が順調に推移したことから、現時点でこの計画に変更はない。 

1. ビジョンと定量的目標 

（1） ビジョン 

中期経営計画のビジョン（目指す姿）として「人々の豊かな暮らしに貢献し、誰からも選ばれる IT カンパニー

へ。」を掲げている。これを実現するために、「顧客から選ばれる」「従業員から選ばれる」「投資家・地域社

会から選ばれる」ことを目指す。 

i） 顧客に選ばれる IT カンパニー 

まず、「顧客に選ばれる IT カンパニー」の実現に向けて、各事業において明確なミッションを実行する。流通ク

ラウドでは日本の豊かな食の暮らしを守り発展させることを、官公庁クラウドではクラウドの力で自治体を活性

化し、持続可能な安心・安全社会を実現することを使命とする。また、トラスト事業では信頼性のあるデジタル

社会の構築を目指し、モバイルネットワーク事業では誰もがデジタル技術の利便性を享受できるよう地域の顧客

をサポートしていく。 

ii） 従業員に選ばれる IT カンパニー 

「従業員に選ばれる IT カンパニー」となるため、採用面では東京・大阪での採用を増やし地方イメージからの脱

却を図るほか、戦略的な人材育成を推進する。組織面ではサイバーセル経営の浸透と AI の活用による DX を推進

し、人事制度面では等級・報酬・評価制度の刷新によって組織の活性化を図る。 

iii） 投資家・地域社会に選ばれる IT カンパニー 

「投資家・地域社会に選ばれる ITカンパニー」となるため、広報・PR／IR活動の強化、地域貢献活動の推進、株

主還元・資本効率の向上を一体となって推進する。 

（2） 定量的目標 

中期経営計画の定量的目標としては、2030 年 12 月期に売上高 221 億円（2025年度比 22.1%増）、定常収入 126億

円（同 44.8%増）、定常収入比率 57.1%（同 9.0 ポイント上昇）、経常利益 30 億円（同 61.5%増）、経常利益率

13.6%（同 3.3 ポイント上昇）、ROE13%以上を目標としている。 

2. 事業別ビジョン、戦略と数値目標 

（1） 流通クラウド事業 

流通クラウド事業のビジョンは、食に関わるすべての企業が時代の変化に取り残されず、生き生きと活発に本来

の企業活動が持続できる世界を創り出すことである。流通クラウド事業の数値目標として、2030年 12月期に売上
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高 80.4 億円、定常収入 64.8 億円（定常収入比率 80.6%）、経常利益 18.5 億円（経常利益率 23.0%）を目指す。 

食品小売業向け事業戦略では、これまで高いシェアを確立してきた「@rms基幹」では「年商 300億円未満（約 800

社・約 6,000 店舗）」の中小規模市場に加え、今後は「年商 300 億円以上（約 200 社・約 17,000 店舗）」の中大

規模企業領域をターゲットに定め、同分野における存在価値を高めていく。併せて、周辺サービスの一部を非食

品小売分野へも展開する。食品卸向けには、加工食品卸市場で高いシェアを持つ「クラウド EDI-Platform」をさ

らに拡販し、「圧倒的トップシェア」を目指す。具体的には、年商 1,000 億円以上の企業におけるシェアを 2025

年の 55%から 2030 年には 75%へ引き上げる計画である。また、零細食品メーカーや日用品雑貨卸など、新規市場

の開拓も並行して進める。 

食品流通業界全体に対しては、「C2Platform」による商談支援を業界全体へ浸透させる。業界団体との関係性を

深めて推奨獲得を目指すほか、業界横断の標準商品マスタ構築への取り組みと連携を検討する。これにより、導

入 ID 数を 2025 年度の 693 から 6,500 まで拡大する方針である。 

海外進出に関しては、専門店向け販売・在庫管理システム「RetailPro」を通じて日本ブランド専門店の東南アジ

ア進出を支援する。特に日系企業が多い台湾への拠点設置を検討する。 

（2） 官公庁クラウド事業 

官公庁クラウド事業は、クラウドと AI の力で自治体業務の効率化と住民の利便性を追求し、持続可能な安心・安

全社会を実現することをビジョンに掲げている。2030 年 12月期に売上高 95.7 億円、定常収入 50.6億円、経常利

益 14.2 億円の達成を目標としている。 

事業戦略としては、全国クラウドサービスと地域密着サービスを成長と安定の両輪として推進する。成長ドライ

バーである全国クラウドサービスでは、文書管理システム「ActiveCity」の販売に注力し、小規模自治体レンジ

でシェア首位を目指す。2025 年に 10%であったシェアを 2030 年には 20%まで拡大する計画である。また、マイナ

ンバーカードを活用し、窓口相談・各種申請をオンラインで行う「みんなの窓口」への AI 組み込みによる機能強

化や、防災 DX サービス「こうずいアラートクラウド（仮称）」などの新サービス開発も進める。 

安定収益基盤となる地域密着サービスでは、地域で培った信頼を全国展開の基盤として活用し、防災・基幹・セ

キュリティの各分野へ展開する。 

（3） トラスト事業 

トラスト事業では、自治体向け、民間・金融機関向けの各分野における成長領域でトラスト基盤の社会実装を加

速させる。数値目標として、2030 年 12 月期に売上高 5.0億円、定常収入 3.9億円、経常利益 2.0億円を目指す。 

Web3.0 社会の実現に向け、デジタルトラストの申請から発行、検証に必要な要素を自社構築または獲得し、将来

的には一連のフローを包括的に管理できるプラットフォームを構築する。具体的には、高度な本人確認を可能に

する「オンライン本人確認（eKYC）」や、証明書をスマホで安全に管理できる「VC ウォレット」の開発を進める。 

（4） モバイルネットワーク事業 

モバイルネットワーク事業では、地域の顧客がデジタル技術の利便性を享受できるようサポート体制を強化する。

2030 年 12 月期には売上高 40.3 億円、定常収入 7.2 億円、経常利益 3.1 億円を目指す。 

戦略としては、金融商品の取り扱いを見据えたスタッフの資格取得支援や、地域のデジタルデバイド解消に貢献
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する出張型サービスを展開する。また、本部に業務集約拠点を設置してオンライン対応可能な業務を集約するこ

とで、店舗運営の生産性向上を図る。 

 

 

■ 資本コストや株価を意識した経営 

PER17 倍以上の市場評価獲得に向けて事業成長と株主還元の拡充を推進 

（1） 現状分析 

同社の PBR は 1 倍を上回る水準を維持しているものの、業界平均と比較すると依然として低い水準にとどまって

いる。特に PER については、業界平均に対して割安な評価に甘んじていると同社は分析している。 

（2） 目標 ROE 

財務の健全性に配慮しつつ、株主資本コストである約 10%を安定的に上回り、エクイティスプレッドを創出できる

水準として、ROE13%以上の確保を目指す。この目標達成に向けた具体的な施策として、中期経営計画の着実な実

行による事業成長を推進する。併せて、財務戦略においては余剰現預金の抑制やグループ全体での最適な資本運

用を図り、累進配当の継続や配当性向の引き上げに加えて機動的な自己株式取得の実行に取り組む。 

（3） 目標 PER 

IR 活動の強化や株主還元の拡充などを通じて同社株式の魅力を高め、投資家からの評価を向上させることで、

PER17 倍以上の水準を目指す。 

（4） キャッシュアロケーション 

戦略投資実行後の営業キャッシュ・フローとして 140 億円を計画している。その使途については、事業開発投資

や M&A を中心とした成長投資に 52 億円、本社移転に 10 億円、サーバーの維持更新を含む固定資産投資に 46 億円

を充てる計画である。また、株主還元には 23 億円を配分し、運転資金の増加分として 8.5 億円を見込んでいる。 
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■ 株主還元策 

2026 年 12月期は配当性向 29.6%、年間配当 35.0円を予定 

同社は株主還元策として継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針とし、事業成長に向けた投資を積極的か

つタイムリーに行うために必要な内部留保を確保しつつ、中期経営計画の進捗による業績向上や収益性の向上

（キャッシュ・フローの改善）にあわせて、配当性向及び 1 株当たり配当額の引き上げを行うとしている。 

これらの方針に基づき、2025 年 12 月期は年間配当 30.0 円（配当性向 25.6%）を実施した。2026 年 12 月期は 5.0

円増配となる年間配当 35.0 円（同 29.6%）を予定している。 

 
出所：決算短信よりフィスコ作成 
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■ サステナビリティへの取り組み 

人的資本への投資を拡大し、ガバナンス体制の高度化も推進 

同社では、改訂コーポレートガバナンス・コードに対応したサステナビリティへの取り組みを推進している。 

（1） 環境（E） 

環境面では、CO2排出量の算定範囲を Scope1から 3まで拡大し、Scope1及び 2の削減目標を設定・開示している。

具体的な施策として、奈良営業所の閉鎖によるオフィスの効率化や、業務用車両のガソリン車から PHV への順次

切り替えを進めている。また、自社サービスの「マイナトラスト」を活用した議事録署名や商業登記のオンライ

ン申請を自ら実施することで、ペーパーレス化による環境負荷の低減を図っている。 

（2） 社会（S） 

社会面においては、人的資本の強化を最優先課題に掲げている。2026 年には全社平均 3.4%の給与水準引き上げを

実施したほか、従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブ制度を導入するなど、従業員の処遇改善やエン

ゲージメント向上に向けた取り組みを推進した。ダイバーシティの推進も進展しており、主任職における女性比

率は 2025 年度末に 28.5%に達し、当初の目標であった 25.0%を上回って達成している。今後は 2030 年度末までに

管理職の女性比率 10.0%とすることを目指す。また、男性の育児休業取得率が 2025 年は 92.3%に達するなど、仕

事と家庭の両立支援も浸透している。業務面では、AI の活用などを通じて、全社的な生産性向上と業務効率化を

推進している。 

（3） ガバナンス（G） 

ガバナンス面では、経営の透明性と公正性を高めるため、独立社外取締役を 3 分の 1 以上とする体制を構築して

いる。株主との対話においては、英文開示資料や英文 IR サイトの充実、YouTube チャンネルや X などの SNS 活用

や、個人投資家向け説明会の開催など、積極的な情報発信に取り組んでいる。また、インターネットによる議決

権行使を採用することで、株主が権利を行使しやすい環境の整備にも努めている。 
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